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４  企業会計決算の状況 

  県が独立採算性を原則とする企業的色彩の強い事業を行う際に、法律や条例によって設置するもの

で、地方公営企業法の全部又は一部の適用を受ける公営企業の会計をいいます。 

  企業会計は、公共の福祉を目的とするとともに、企業の経済性を発揮することも求められており、

その経理については、地方公営企業法の定めるところによります。 

  この会計方式は、一般のいわゆる官公庁会計が現金主義により経理されるのに対し、発生主義に基

づく複式簿記方式により経理される点で大きく異なっています。 

  三重県では、公共の福祉を増進するため、水道事業、工業用水道事業、電気事業及び病院事業の４

事業の経営を行っていますので、以下、それぞれの企業会計ごとに、その決算状況を説明します。 

 

１  水道事業の概況 

  営業関係では、南勢志摩水道用水供給事業（志摩系：給水能力 41,000m3／日、南勢系：給水能力

128,150m3／日）、北中勢水道用水供給事業（北勢系木曽川用水系：給水能力 80,300m3／日、北勢系三

重用水系：給水能力 51,000m3／日、北勢系長良川水系：給水能力 6,400 m3／日、中勢系雲出川水系：

給水能力 81,416m3／日、中勢系長良川水系：給水能力 58,800m3／日）はともに順調な給水を行い、そ

れぞれ地域住民の生活環境の向上に寄与しています。 

  平成 14 年度の営業成績は、表 14、図 21 及び巻末資料 23 のとおり、事業収益は、12,900,203 千円 （対

前年度比 97.8％）で、内訳は、営業収益 11,820,234 千円（対前年度比 99.7％）、営業外収益 1,068,178

千円（対前年度比 80.0％）及び特別利益 11,791 千円（対前年度比皆増）であり、また、事業費用は 12,261,554

千円（対前年度比 95.6％）で、内訳は、営業費用 8,002,014 千円（対前年度比 99.4％）及び営業外費

用 4,259,540 千円（対前年度比 89.2％）です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額 638,649 千円（対前年度比 177.2％）が当年度の純利益と

なりました。また、バランスシート（貸借対照表）については、図 22 及び巻末資料 23 をご覧くださ

い。 

  なお、事業収益と事業費用の年度別の推移については、図 23 及び巻末資料 24 をご覧ください。 

 一方、建設事業は平成 10 年度から北中勢水道用水供給事業（北勢第２次拡張長良川水系、総

事業費 37,410,000 千円、給水能力 47,600m3／日）及び伊賀水道用水供給事業（総事業費 36,100,000

千円、給水能力 48,500m3／日）の建設に着手していますが、北中勢水道用水供給事業では、受水予定

市町から全部給水時期について、５年間の延伸要望が出されたことから、将来の受水負担をできる限

り押さえることに配慮し、施設整備を一部後年度に延ばすなどの措置を講じ、伊賀水道用水供給事業

では、水資源開発公団が施行する川上ダム建設事業の進捗が遅れていることから、関係者間の連携を

取りながらダム建設事業の進捗に合わせた施設整備を実施しました。 
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２  工業用水道事業の概況 

  営業関係では、北伊勢工業用水道事業（契約水量 758,910m3／日）、多度工業用水道事業（契約水量

8,000m3／日）、中伊勢工業用水道事業（契約水量 24,350m3／日）、松阪工業用水道事業（契約水量

38,500m3／日）の４事業を運営し、県内企業の生産活動における水需要に応えるため、平成 14 年度に

おいては 99 工場に対し、延べ 236,525,245m3の工場用水を供給しました。 

  平成 14 年度の営業成績は、表 15、図 24 及び巻末資料 23 のとおり、事業収益は、6,608,849 千円

（対前年度比 95.3％）で、内訳は、営業収益 6,570,618 千円（対前年度比 95.6％）、営業外収益 6,622

千円（対前年度比 55.3％）及び特別利益 31,609 千円（対前年度比 62.3％）であり、また、事業費用は

5,989,746 千円（対前年度比 99.3％）で、内訳は、営業費用 4,838,643 千円（対前年度比 100.0％）

及び営業外費用 1,151,102 千円（対前年度比 96.5％）です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額 619,103 千円（対前年度比 68.5％）が当年度の純利益とな

りました。また、バランスシートについては、図 25 及び巻末資料 23 をご覧ください。 

  なお、事業収益と事業費用の年度別の推移については、図 26 及び巻末資料 24 をご覧ください。 

  一方、改良事業については、地震等の災害に備えるとともに工業用水の安定給水を図るため、北伊

勢工業用水道等の老朽劣化施設の更新、補強工事など施設改良を計画的に実施しました。 

 

表15  平成14年度損益計算書（平成14年4月1日～平成15年3月31日）   （単位：千円）  

借     方 貸     方 

科    目 金  額 科    目 金  額 

営業費用 4,838,643 営業収益 6,570,618 

原水及び浄水費 1,530,874 給水収益 6,031,559 

配水費 308,491 その他営業収益 539,059 

業務費 301,161   

総係費 377,897   

減価償却費 2,173,370   

資産減耗費 146,850   

営業外費用 1,151,102 営業外収益  6,622 

支払利息・企業債取扱諸費 1,150,957 受取利息   553 

雑支出    146 雑収益 6,069 

当年度費用合計 5,989,746 特別利益 31,609 

当年度純利益 619,103 固定資産売却益 31,609 

合    計 6,608,849 合    計 6,608,849 

（四捨五入のため、合計に合わない場合があります） 
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３  電気事業の概況 

  営業関係では、宮川第一、宮川第二、宮川第三、長、三瀬谷、青蓮寺、大和谷、蓮、青田及び比奈

知の 10 発電所（最大出力 97,800kW）の発電量は、目標電力量 348,059,000kWh に対し、供給電力量

335,146,341kWh（96.3％）となりました。また、ＲＤＦ消却・発電事業では、平成 14 年 12 月 1 日か

ら「三重ごみ固形燃料発電所（最大出力 12,050kW）」を稼働し、関係市町村からＲＤＦ16,798 トンを

受け入れ、11,939,900kWh の発電を行いました。 

  平成 14 年度の営業成績は、表 16、図 27 及び巻末資料 23 のとおり、事業収益は、5,327,090 千円（対

前年度比 95.3％）で、内訳は、営業収益 3,093,374 千円（対前年度比 101.2％）、財務収益 15,649 千

円（対前年度比 76.0％）、附帯事業収益 182,862 千円（皆増）、営業外収益 1,996,032 千円（対前年度

比 79.5％）及び特別利益 39,172 千円（皆増）であり、事業費用は、4,975,817 千円（対前年度比 93.0％）

で、内訳は、営業費用 2,262,601 千円（対前年度比 96.1％）、財務費用 452,678 千円（対前年度比 93.4％）、

附帯事業費用 266,297 千円（皆増）及び営業外費用 1,994,242 千円（対前年度比 79.4％）です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額 351,272 千円（対前年度比 148.3％）が当年度の純利益と

なりました。また、バランスシートについては、図 28 及び巻末資料 23 をご覧ください。 

  なお、事業収益と事業費用の年度別の推移については、図 29 及び巻末資料 24 をご覧ください。 

 一方、建設事業のＲＤＦ焼却・発電整備事業（総事業費 8,399,134 千円）は、ＲＤＦの異常

発熱等により安定した連続運転が確認できない状況が続いたことから、本年度内の建設工事完

了とせず、一定の期間、運転状況を確認することとしました。 

 その他、平成９年度からの継続事業である川上発電所建設事業（総事業費 1,705,698 千円・最大出

力 1,200kW）は、ダム事業費負担金等を執行しました。また、宮川ダム維持放流設備建設事業（最大

出力 220kW）は、三重県県土整備部が建設する選択取水設備建設工事の建設費を負担しました。 
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４  病院事業の概況 
  三重県病院事業は、総合医療センター、こころの医療センター、一志病院及び志摩病院の４病院を

運営し、県民の医療需要に的確に応えるため、医療体制、施設・設備の充実などを図り、医療水準の

向上に努めております。平成14 年度は、「第２次三重県病院事業経営健全化計画」（平成14 年度～15 年度）

に基づき、「収支の健全化」の目標である収支均衡を前提とし、「機能の健全化」と「自立の健全化」に重点

を置いた取り組みを行うために、新たなマネジメントシステム（バランス・スコアカード）を導入し、経営

方針の徹底及び全職員参画型の経営を推進してまいりました。 

  平成 14 年度における患者の利用状況は、入院患者が延べ 417,099 人（１日平均 1,142.7 人）、外来

患者が延べ 499,409 人（１日平均 2,038.4 人）で、前年度に比べ入院患者は延べ 6,789 人の増加、外

来患者は延べ 21,649 人の減少となりました。 

  平成 14 年度の営業成績は、表 17、図 30 及び巻末資料 23 のとおり、医業収益は、151 億 2,836 万 2 千

円で、医業費用は、172 億 8,543 万 3 千円で、差引きした医業損失は 21 億 5,707 万円となりました。 

  これに、他会計補助金等の医業外収益 36 億 9,108 万 5 千円と企業債利息等の医業外費用 13 億 3,880

万 8 千円を加減いたしました経常利益は、1 億 9,520 万 6 千円となりました。また、特別利益として

1,126 万 2 千円を計上したほか、過去に引き当てるべきであった退職給与引当金のうち、14 億円を特

別損失として計上しました。 

  以上の結果、経営収支は、総収益が 188 億 3,070 万 8 千円、総費用が 200 億 2,424 万円で、当年度

純損失は、11 億 9,353 万 2 千円となり、前年度に比べ 12 億 8,050 万 6 千円の減益となりました。ま

た、バランスシートについては、図 31 及び巻末資料 23 をご覧ください。 

  なお、医業収益と医業費用の年度別の推移については、図 32 及び巻末資料 24 をご覧ください。 

  また、設備等の整備は、診療機能の充実・強化を図るため、高度医療機器等を導入し、４病院で総

額 8 億 8,583 万 4 千円を執行しました。 

表17  平成14年度損益計算書 （単位：千円）  

借     方 貸     方 

科    目 金  額 科    目 金  額 

医業費用 17,285,433 医業収益 15,128,362 

給与費 9,807,709 入院収益 11,047,455 

材料費 3,500,452 外来収益 3,713,517 

経費 2,245,960 その他医業収益 367,389 

減価償却費 1,633,501   

資産減耗費 49,548   

研究研修費 48,263 医業外収益 3,691,085 

医業外費用 1,338,808 受取利息配当金 302 

支払利息及び企業債取扱諸費   984,643 他会計補助金 616,281 

繰延勘定償却 65,107 補助金 69,785 

患者外給食材料費 2,063 負担金 2,921,429 

雑損失 286,996 その他医業外収益 83,287 

  
 
特別利益 

 
11,262 

特別損失 1,400,000 当年度純損失 1,193,532 

合    計 20,024,240 合    計 20,024,240 

（四捨五入のため合計に合わない場合があります。） 




